
令和８年度

市民協働提案事業について

（令和７年度募集について）

市民局市民協働推進課



市民協働提案事業 とは？

横浜市市民協働条例では、横浜市から協働事業の相手方を募集したり、市民等から市に対して
市民協働事業を提案することができることが規定されています。

市民協働提案事業とは、募集や提案を受けた市民協働事業が
実現されるよう支援していく事業です。

【参考】横浜市市民協働条例
第９条 市長は、市の発意に基づき市民協働事業を行おうとするときは、その相手方となる市民等を

公正な方法により選定しなければならない。
2 市長は、市民協働事業の相手方となる市民等の選定に当たっては、当該市民協働事業に必

要な技術、専門性、サービスの質その他の事業を遂行する能力を総合的に考慮しなければな
らない。

第10条 市民協働事業を行おうとする市民等は、市に対し、市民協働事業を提案することができる。
2 市長は、前項の提案が行われたときは、速やかに、当該提案を審査し、採用の要否を決定し、

理由を付して提案者に通知しなければならない。この場合においては、 前条第２項の規定を
準用する。



市民協働提案事業の特徴

行政との協働事業

団体単独の事業でも、市の単
独の施策でもなく、市と市民が
ともに実施する事業が対象です。

市民（団体）・行政が感じてい
る課題感に、団体側・行政側そ
れぞれの得意や強みを活かして
取り組みます。

「行政との協働事業」であること
が条件となりますが、従来型につい
ては分野の指定はありません。

分野不問



令和８年度の募集について

市民（団体）が、自らの強みを活か
して取り組むことができる、市との
協働による地域課題解決に向けた
提案を募集します。なお、解決を目
指す課題や協働先は市民（団体）が
自由に提案できます。

市側が、市民活動団体等と協働で行う
ことで効果的な事業展開を期待する
テーマを設定し、そのテーマに基づく
市民協働事業の提案を市民（団体）か
ら募集します。

（参考） ＜R6年度テーマ＞
① 消防ホース等のアップサイクルと
市民の防災・減災意識の向上
②犯罪被害リスクを減らすための市民
の防犯意識の向上

市民協働提案事業
（従来型 ）

市民協働提案事業
（行政によるテーマ設定型）



支援内容

（１）伴走支援

ご相談いただいた事業の実現性を
高めるために、市民局や市民協働
推進センター等が事業の実現に向
けたアドバイスやコーディネートな
どの伴走支援を行います。

（２）助成金の交付

団体と本市事業関係部署との間で調
整がついた案件について、市民協働推
進委員会の審査を経て採択された提
案については、提案の事業化に向けて
必要な経費の一部を提案団体に助成
します。

（ 上 限 3 0 万 円 /１年 ・ 継 続 ３ 年 ま で ）

※事業経費の助成による支援は、横浜市の令和８年度予算が議会の議決
を経て確定した後、当該年度の事業の実施が確定するため、現時点にお
いて、実施を確約するものではありません。



提案の流れ（従来型）

市民協働推進セン
ターにて、市民（団
体）の皆様からの
相談を受け付けま
す。

事務局から提案内
容へのアドバイス
を行い、本市関係
部署との調整を行
います。

調整結果をふまえ、
市民（団体）の皆様
より提案書を作成・
提出していただき
ます。

市民協働推進委
員会にてプレゼン
テーションをして
いただき、審査を
行います。

採択後、市と協働
して事業に取り組
んでいただきます。

12月

事前相談 伴走支援
提案書
提出

プレゼン
審査

＼採択／
取組開始！

５月～７月末 ～12月 R8.２月
（予定）

R8.４月～

※ 期間内に本市関係部署等と協働事業としての課題を整理
することができなかった場合は、提案書の提出ができません。



提案の流れ（行政によるテーマ設定型）

市民協働推進センター
にて、市民（団体）の皆
様からの相談を受け付
けます。事務局から市
民（団体）に提案内容へ
のアドバイス等を行い
ます。

テーマを設定した課
と事務局よりヒアリ
ングをさせていただ
きます。その後、協
働の仕組み・役割分
担等について検討・
協議します。

※ 期間内に本市関係部署等と協働事業としての課題を整理
することができなかった場合は、提案書の提出ができません。

本市各区局が市民
活動団体等と協働
で解決したい課題
についてのテーマ
を提示して、
市民（団体）の皆様
からの提案を募集
します。

事前相談 伴走支援
提案書
提出

プレゼン
審査

＼採択／
取組開始！

～12月 12月 R8.2月
（予定）

R8.4月～6月～8月6月～

テーマ公表・
募集開始

調整結果をふま
え、市民（団体）
の皆様より提案
書を作成・提出
していただきま
す。

市民協働推進委
員会にてプレゼン
テーションをして
いただき、審査を
行います。

採択後、市と協働
して事業に取り組
んでいただきます。



市民（団体）からの提案の要件

（１）応募者の要件

●横浜市内において、公共的又は公益的な
活動を行っている法人、団体であること。

●自らが主体となって課題解決、まちの魅力
づくり等を行う意欲があること。

※ 暴力団員等（横浜市暴力団排除条例第２条第４号に規
定する暴力団員をいう。）及び暴力団経営支配法人等（横
浜市暴力団排除条例第２条第５号に規定する暴力団経営
支配法人をいう。）は対象外とします。

（２）事業の要件

●公益的、社会貢献的な事業であって、協働事業
を提案する市民等と横浜市が協働して取り組む
ことによって地域課題や社会的課題の解決が図
られるもの。

●実施を前提とした事業で、協働事業を提案す
る市民等が実施することが可能であるもの。

※対象外となる事業

・営利を目的としたもの ・特定の個人や団体のみが利益を受ける事業
・政治、宗教、選挙活動 ・施設等の建設及び整備を目的とするもの
・地区住民の交流、親睦を目的とするイベント



主なＱＡ

（１）予算は必要ですか？

●不要です。
市民局から団体に必要な助成を行います。

●補助額は年間30万円です。
市民と協働して試行的に実施してみたい事

業や、市民の課題感等を取り入れて、具体化
していきたい事業などに是非ご活用くださ
い。

（２）テーマを出したら必ず成立し
ますか？

●テーマに沿った提案があった場合、市民局から所
管課にまず相談に伺い、団体との打ち合わせに進
めそうか話し合います。打ち合わせでは、課題感や
実施内容等について、話し合い、合意形成を目指し
ます。
●双方の合意が得られない場合には、事業申請に
は至りません。

協働する相手である市民活動団体やNPOはどんな方達？協働のメリットは？

・市民活動団体は、市民発意で地域課題や社会課題に取り組んでいる団体です。
・協働することで、行政だけでは解決困難な課題にリーチできたり、より市民ニーズにあった事業展開が期待でき
ます。



課題
消防士が現場で人を救ってきた消防服・消防
ホースをアップサイクルし、市民の普段の生活
を支えるグッズに生まれ変わらせる。地域で
の販売やクラフトワークショップの開催により、
市民の防災意識向上のための啓発を行う。

消防ホース等のアップサイクルと市民の防災・減災意識の向上
/ Yokohama ’Pride‘ Circulation×消防局

役目を終えた消防
服やホース等の廃
棄予定の物品をアッ
プサイクルしつつ、
市民の防災意識を
向上させるような啓
発を行いたい。

提案事例①（行政テーマ型）Ｒ６～

 地域でのワーク
ショップを３回実
施。主婦層、子供
を含めた対象者
からは高評価。

 防災意識の啓発
活動との結びつ
きが弱いことが
課題。

解決に向けた提案

事業内容
・消防署・消防団など、地域と密着したワークョッ
プの開催を通じて防災啓発活動を実施。
・地産地消マルシェを主催し、そのストーリーとと
もに来場者に伝える場を設定。消防服のアップサ
イクル品に加え、災害対策関係のグッズや身近な
「食」も接点として加え、「サーキュレーション」や
「防災」をより身近に感じてもらう機会をつくる。

これまでの成果

予定されている行政の役割
・消防服やホース等の提供、広報協力等



課題
シニア世代に向けた楽しく面白い舞台表現で
構成される防犯啓発のステージイベントを行
う。舞台に地域の表現者が参加することによ
り、舞台を契機に特殊詐欺の防犯啓発が出来
る仲間を作り、被害に遭いやすい「他人事」の
地域住人に働きかけ、詐欺被害を「自分事」に
して防犯意識を身につけてもらう。

「だまされないプロになろう！〜横浜市全18 区実施〜」
/表現のチカラ×市民局

・特殊詐欺の被害対
象者であるシニア世
代は、啓発に対する
マンネリ化もあり、
特殊詐欺に対して
「他人事」の心情が
ある。
・行政からの一方的
な啓発ではなく、地
域に近い団体と協
働で取り組むことで、
団体が持つノウハウ
を活用した効果的な
啓発を行っていきた
い。

提案事例②（行政テーマ型）Ｒ６～

 18区展開に向け、
まず被害額・被害
件数の多い神奈
川区・鶴見区で実
施。

 地元表現者の出
演やケアプラザ
への広報により
広報を行ったが、
集客に一部課題
があった。

解決に向けた提案

事業内容
・引き続き、防犯啓発のステージイベントの開催
令和７年度は、港北区と戸塚区を予定。今後の自
走に向け、地域とのつながりを活かし集客含めイ
ンパクトのある公演を目指す。

これまでの成果

予定されている行政の役割
・区や他の機関との調整。広報協力、当日運営サポート



課題
子育て中の外国人家族の孤独な育児の解消及び情報格差を埋めることを目
的として、図書館でのアウトリーチ活動を実施。法人の外国出身者を講師とし
た「外国語のおはなし会」をきっかけに外国人家族が地域の情報が得られる
ように情報支援をするとともに、地域の図書館の多文化環境の整備の一つと
して、多文化紹介の企画展を実施。図書館という社会的なインフラだからこ
そ、外国出身者が気軽に足を運べる環境づくりを目指す。

外国人親子と地域をつなぐ図書館でのアウトリーチ活動
/NPO 法人Sharing Caring Culture×国際局、教育委員会事務局中央図書館

・子育て中の外国人
家族が社会から孤
立したり、情報格差
がある現状がある。

・地域の図書館が多
言語対応が不十分
で、外国人にとって
気軽に利用できる
施設でない。

提案事例③（従来型）Ｒ７～

解決に向けた提案

事業内容

外国語のおはなし会の実施（3館にて計6回）・広報（多⾔語）
・多⽂化ギャラリー展⽰（3館にて2ヵ国ずつ年間2回）
・多⾔語でのアンケート調査・図書カード作成のサポート

予定されている行政の役割
・各区の国際交流ラウンジや各局区との連携調整・外国籍家族に提供する情報の選別、
配布物の⽤意



課題
横浜市内中学校の「自分づくり教育」取り組みの現状と課題を学
校と地域企業等がともに共有し、「自分づくり教育」を推進する、
学校×地域のあるべき連携・協働の形や可能性の模索する。
最終的には横浜市内のどの学校でも、その状況に合わせて「自分
づくり教育」を実施・コーディネートできるような、地域と学校を
つなぐ支援体制の構築を目指す。

横浜市内中学校における、地域や企業と連携したキャリア教育
/特定非営利活動法人アスリード×教育委員会事務局

・学校の先生はキャリア教育
を実施するにあたって、地域
との繋がりがないことや予算
や時間の限りがあり困難を抱
えており、学校ごとに取り組
みにばらつきがある。
・職業講話や職場体験といっ
たプログラムは「自分づくり
教育」の一部分ではあるが、
それだけでは不十分で、本来
は地域と連携・協働し各教科
等とも関連づけながら横断
的・総合的に行われていくべ
きである。

提案事例④（従来型）Ｒ７～

解決に向けた提案

事業内容
今後、教育現場で実施できるプログラムの原案づくりや仕組みづく
りに着手していけるよう、「総合的な学習の時間」担当の先生方を
対象にアスリードのプログラム体験会を実施し意見交換を行うなど、
初年度は協議の場づくりに注力する。

予定されている行政の役割
・打ち合わせ、企画会議への参加、体験会等に関する学校や教員向け周知



課題
北部地域療育センター内で地域の支援を活用
して、きょうだい児の一時預かりを定期的に
行う。

横浜市北部地域療育センターを利用するきょうだい児の地域での支援
/ ちょこっと子育てレスキュー隊×こども青少年局×都筑区

療育センターを利用
している家庭では、
療育を受けている
障害児の「きょうだ
い児」の預け先を確
保することや、預け
先への送迎をするこ
とが負担になってい
る。

これまでの提案事例

 保護者、障害児の
身体的・精神的負
担の軽減及び、心
身の安定

 障害児を抱えた
ご家族の孤立防
止

 サポーター養成
講座による地域
での担い手育成・
障害への理解促
進

解決に向けた提案

事業内容

１ 一時預かり事業
北部療育センター内の家族用控室を利用し、週に１回、
保育スタッフ及びボランティアによる一時預かりを実施

２ ボランティア育成事業
一時預かりを行う保育スタッフ
及びボランティアの育成講座を
実施

これまでの成果



課題
変化する被災者の幅広いニーズに対応する体制
が構築されていないという課題認識の共有と、
連携・協働に向けた、より多様な団体等とのネッ
トワークづくり

広域大規模災害時におけるNPO等と行政社協の連携体制構築
/災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ×市民局

災害時の被災者
ニーズは時間経過
とともに変化する
ため、NPO等の多
様な民間団体と横
浜市、社会福祉協
議会が情報を共有
し、連携して幅広い
被災者支援の活動
をすることが必要
である。

これまでの提案事例

 平時から多様な団
体が参加して被災
者支援活動につい
て共に学ぶ場の必
要性の認識共有の
促進

 多分野のNPO
等団体との新た
なつながりによ
る、市民活動団
体ベースのネット
ワークの充実

解決に向けた提案

事業内容

１ 横浜市における三者連携の必要性の共有
行政との定期的な情報交換、 学習会の開催（災害時
の外国人支援）

２ 市域・分野横断の民間支援ネットワークの
構築と参加団体の拡大
災害時の子どもの居場所づくり
ワークショップの開催、西区にし
とも広場での勉強会の実施

これまでの成果



まずはお気軽にお問合せください！
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